
資産 １，３４９億１，２７１万円 負債 ３８０億１，９０５万円

税収 ９２億３，１５１万円

市債 ３０９億２，５７２万円

地方交付税 ５７億９．７７９万円

未払金 ３１億２，８３０万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）など その他 ２０億５，４３５万円

引当金 ３９億６，５０３万円

将来支払う必要のある退職手当及び賞不

市役所、学校、道路、公園など

その他 △７，８２０万円

純資産 ９６８億９，３６６万円
＜分析＞

（純資産比率　７１．８２％）

投資等 ９４億１，１９７万円

流動資産 ５６億４，２２６万円

現金や現金化できる財政調整基金など

＜分析＞

人にかかるコスト ４１億５．１５４万円

社会保障給付 ５２億　　　　４万円

その他の支出 ８億５，４５０万円

使用料・手数料 △７億１，１４３万円

分担金・負担金・寄附金 △１４億７，６１８万円

経常的収支 ４０億７，７９０万円

公共資産整備収支 △７億４，３８５万円

＜分析＞

＜分析＞

公共資産 １，１９８億５，８４８万円

資金収支計算書

２７億５，０５２万円

△２１億８，７６１万円

　（うち現金 ６億　　２１１万円）

クリーンセンター整備事業等の実施により。有形固定資産額が大幅に増加した一方、同事業に対する
起債により負債も増加しています。

経常収益

△２１２億７，５９９万円純経常行政コスト

２３４億６，３６０万円

減価償却費 ２９億１，４２８万円

９６８億９，３６６万円

平成２７年度　木津川市財務書類４表

＜普通会計＞

○行政コスト計算書

平成２７年度期末純資産残高

平成２７年度期首純資産残高

○貸借対照表

○

これまでの世代が負担してきた、今
後返す必要がないものです。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道
路、基金など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で
取得してきたかを表す財務書類です。

木津川市が保有している財産です。
行政サービスの提供能力を表します。

これからの世代の負担として、将来返す
必要があるものです。

「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように
変動したかを表す財務書類です。

市が投資や出資、貸付をしているものや、
特定の目的のために積み立てた基金など

このうち200億8,495万円（64.95％）が交付
税の算定基礎に含まれる見込み

○純資産変動計算書

物件費

行政コストに対して、地方税などの経常的な財源が
どの程度使われているかが分かります。

１年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ
ストがかかったのかを表す財務書類です。

使用料などの収益を差し引いた「純経常行政コス
ト」は、市税などでまかなうことになります。

クリーンセンター整備事業、城山台小学校建設及び木津
中学校改築等に係る補助金等を受け入れたこと、また地
方消費税率の引き上げに伴い地方消費税交付金が増加し
たことなどにより、純資産は約２２億３，５００万円増
加しました。

２３５億８，９５７万円

△２１３億５，４１９万円

純資産の増加

純資産の減少

補助金等 ６５億　　５９２万円

９４６億５，８２８万円

経常行政コスト

３８億６，６１５万円

○

都市再生機構の立替施行により実施した城山台小学校建設及び木津中学校改築に係る財源を、補助金
受入れに伴い未払金から純資産へと振り替えたこと等により、負債が減少し、純資産が増加していま
す。

○

○

○

○ 財政調整基金、清掃センター整備基金及び合併算定替逓減対策基金等への積立により、流動資産が増
加しています。

投資・財務的収支 △３３億８，８３１万円

平成２７年度期首資金残高 ６億５，６３７万円

資産の形成がどの程度純資産によって行われたかを示す「純資産比率」は、前年度と比べ１．０２ポ
イント改善（７０．８０％⇒７１．８２％）し、将来世帯の負担が減少しています。

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」や
公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還や
基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財務書
類です。
どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。

補助金等 ３７億２，６５７万円

純経常行政コスト

他会計への支出

○ 「減価償却費」が「経常行政コスト」の約１２．４％を占
めており、施設の老朽化が進んでいます。

２１２億７，５９９万円

受益者負担率

前年度から「経常行政コスト」が大きく増加しています。
人事院勧告に伴う給不改定等による「人にかかるコスト」
の増、学校給食調理・配送等業務委託の開始等による「物
件費」の増、木津さくらの森保育園の開園等による「補助
金等」の増が主な要因です。

○

○ 「経常的収支」の余剰を見ると、前年度は約４７億４，１００万円
の余剰がありましたが、本年度は、前年度と比べ基金取崩額が少な
く、前年度と比べ約△６億６，３００万円の減額となっています。

「経常的収支」の余剰よりも、「公共資産整備収支」と「投資・財
務的収支」の丌足額の方が大きく、資金残高が約△５，４００万円
減額する結果となっています。

○

９．３２％

平成２７年度期末資金残高 ６億　　２１１万円

都市再生機構からクリーンセンター整備事業に係る開発関
連寄附金を受け入れたことにより収益（分担金・負担金・
寄附金）が大幅に増加しており、受益者負担率は前年度と
比べ３．２９ポイント増加（６．０３％⇒９．３２％）し
ています。

○



資産 ２，１１３億８，６３４万円 負債 ８２６億６，４２５万円 税収 ９２億３，１５１万円

未払金 ３９億１，１５５万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）
※
など

将来支払う必要のある退職手当、賞不など

公共資産 その他 △５億４，８６６万円

市役所、学校、道路、公園、上下水道など

＜分析＞

純資産 １，２８７億２，２０９万円

（純資産比率　６０．８９％）

投資等 １３５億３，４９３万円

現金や現金化できる財政調整基金など

※関公費のうち1億  865万円が交付税の算定基礎に含まれる見込 人にかかるコスト ８７億６，７６１万円

＜分析＞

物件費

その他の支出 ２１億４，９７０万円

使用料・手数料 △７億９，２７１万円

分担金・負担金・寄附金 △１０４億５，７９２万円

事業収益 △８２億７，４０７万円

経常的収支 ５５億１，０４４万円

公共資産整備収支 △９億７，２０９万円

その他の収益 △３億１，８０３万円

＜分析＞

＜分析＞

○

○

○

△２３０億７，２７０万円

社会保障給付 ２１８億　　６４２万円

受益者負担率 ４５．３４％

○ 前年度に引き続き「社会保障給付」が増加しており、全国
的にも増加傾向となっています。

５２億６，０２８万円

投資・財務的収支

普通会計において、都市再生機構からクリーンセンター整
備事業の実施に係る開発関連寄附金を受け入れたことや、
国民健康保険特別会計において、医療費の増加に伴い国・
府負担金が増加したことにより、「分担金・負担金・寄附
金」が大幅に増加しています。

○

資産の形成がどの程度純資産によって行われたかを示す「純資産比率」は、前年度と比べ０．１５ポ
イント改善（６０．７４％⇒６０．８９％）し、将来世帯の負担が減少しています。

「公共資産整備収支」では、普通会計においてクリーンセンター整
備事業などの大規模事業を実施したことにより公共資産整備支出が
大幅に増加していますが、これに対する国・府補助金等を受け入れ
たこと、また地方債を発行したことにより、前年度と比べ約△６，
８００万円減となる約△９億７，２００万円となっています。

「経常的収支」では、社会保障給付にかかる支出が前年度に引き続
き増加傾向にありますが、基金取崩額が前年度より抑えられたこと
などにより、前年度と比べ約△１４億２，９００万円減となる約５
５億１，０００万円になっています。

○

○

「経常的収支」の余剰（地方税や事業収入、保険料などの一般財
源）により、「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の丌足
をまかなっています。

＜連結＞

貸借対照表○

○

○ 普通会計において、負債に計上されていた都市再生機構の立替施行により実施した城山台小学校建設
及び木津中学校改築に係る「未払金」が、補助金等の受入れに伴い純資産へと振り替えられたこと等
により、負債が減少し、純資産が増加しています。

木津川市が保有している財産です。
行政サービスの提供能力を表します。

これからの世代の負担として、将来返
す必要があるものです。

純資産変動計算書

引当金 ５５億１，１０７万円 純経常行政コスト △２７８億２，０８５万円

「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのよう
に変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税などの経常的な財源
がどの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道
路、基金など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で
取得してきたかを表す財務書類です。

平成２７年度期首純資産残高 １，２６８億４，８６６万円

純資産の増加 ３０２億４，２９４万円

平成２７年度　木津川市財務書類４表 ○

地方交付税

補助金等 ５０億８，６５９万円

純経常行政コスト ２７８億２，０８５万円

１３１億９，９８０万円

純資産の減少 △２８３億６，９５１万円

その他 ２０億１，３８４万円

普通会計において、クリーンセンター整備事業並びに城山
台小学校建設及び木津中学校改築に係る補助金等を受け入
れたため、「補助金等」が大幅に増加しています。

○

このうち279億4,854万円（55.35％）が交付税の
算定基礎に含まれる見込み

地方債 ５０４億９，７４１万円

平成２７年度期末純資産残高 １，２８７億２，２０９万円

その他 ２２７億４，４２２万円

これまでの世代が負担してきた、今
後返す必要がないものです。

５７億９，７７９万円

補助金等

　（うち現金

１，８６０億１，０６８万円

５１億６，７８７万円

１年間に提供された行政サービスに、どのくらい
コストがかかったのかを表す財務書類です。

使用料などの収益を差し引いた「純経常行政コス
ト」は、市税などでまかなうことになります。

○行政コスト計算書

経常行政コスト

７９億１，５３６万円

５０８億９，３５５万円

減価償却費

５２億６，０２８９万円）

普通会計において、クリーンセンター整備事業などの大規模事業を実施したことにより、「公共資
産」は一定増加しましたが、普通会計及び公営企業会計等において減価償却が進んだことにより、公
共資産総額は、前年度から減少しています。

流動資産

市が投資や出資、貸付をしているものや、
特定の目的のために積み立てた基金など

○ 国民健康保険特別会計において、療養給付費等の医療費が
増加したこと等により、「補助金等」の費用が増加してい
ます。

みなし償却の廃止に伴い大幅に純資産残高が減少した前年
度に対し、本年度は約１８億７，３００万円の純資産残高
の増加となっています。

○

１１８億４，０７３万円

△４４億９，０９５万円

△３２億２，９９７万円保険料

経常収益

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」
や公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償
還や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した
財務書類です。
どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。

平成２７年度期首資金残高 ５２億１，２８８万円

平成２７年度期末資金残高

資金収支計算書



出資 資本金

国民健康保険山城病院組合 一般会計 学研都市京都土地開発公社

相楽郡西部塵埃処理組合
買戻し 売却

相楽中部消防組合 繰入金

相楽郡広域事務組合 負担金 負担金 出資金

京都府市町村職員退職手当組合 負担金

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都府自治会館管理組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合 負担金 繰出金 指定正味財産

負担金 基金

負担金

京都府後期高齢者医療広域連合 国民健康保険特別会計 木津川市公園都市緑化協会

京都地方税機構 後期高齢者医療特別会計 木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

補助金 補助金 介護保険特別会計 木津川市ボランティア基金

負担金 負担金 公共下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

水道事業会計

会計間の取引は、連結時に内部取引として相殺消去されます。

資産 ２，１１３億８，６３４万円 負債 ８２６億６，４２５万円 経常行政コスト ５０８億９，３５５万円 純経常行政コスト ２７８億２，０８５万円

純資産 １，２８７億２，２０９万円 経常収益 ２３０億７，２７０万円

＜分析＞ ＜分析＞

１６億６，９５７万円 （７％）水道事業

下水道事業 ８億５，４４１万円 （４％）

８億２，７２７万円（４％）その他

介護保険事業 ２２億２，７７１万円 （１０％）

山城病院組合 ６１億２，４６７万円

（ ２６％ ）

（ １３％ ）
普通会計

２０億４，０５４万円 （４％）下水道事業

（ １６％ ）

１７億６，２９１万円 （６％）

△１億　　４２０万円 （△０％）

（ １６％ ）

２０億７，７０７万円 （７％）

２３億８，６１４万円 （９％）

介護保険事業

国民健康保険事業

４５億１，３７５万円後期高齢者医療広域連合

１５８億　　６５３万円

山城病院組合 １億９，２５２万円 （０％）

行政サービスの対価として得られる、使
用料や保険料などです。

水道事業 ７３億４，８８９万円 （６％）

その他 ４６億６，９３９万円 （４％）

山城病院組合 ４３億８，４７９万円 （３％）

下水道事業 １６２億１，３９２万円

（ １２％ ）

普通会計

普通会計 ２１億３，７０９万円 （９％）

国民健康保険事業 ５７億３，４１３万円

（ ２５％ ）

（ ３５％ ）

８１億２，０２８万円

（ １６％ ）

国民健康保険事業

（ ７５％ ）

介護保険事業 ４３億　　４７８万円

（ ８％ ）

　木津川市には、一般会計のほかに、国民健康保険などの公営事業や、水道事業などの公営企業などさまざまな特別会計があり、市
民のみなさんに密接にかかわる事業を行っています。また、山城病院組合や相楽中部消防組合などの一部事務組合など、市が負担金
を支出したり、出資を行っている団体もあります。
　これらを全て含んだ「連結財務書類」を作成することで、関連団体を含めた木津川市全体の財務状況を把握することができます。

１年間に提供された行政サービスにどの
くらいコストがかかったかを表します。

これからの世代の負担として、将来返す
必要があるものです。

木津川市が保有している財産です。
行政サービスの提供能力を表します。

税金などでまかなわなければならないコ
ストです。(経常行政ｺｽﾄ-経常収益)

１１億８，６１３万円 （４％）

負担金負担金

７６億６，６５６万円 （　９％）山城病院組合

その他

財務書類４表　附属資料

○

水道事業

一部事務組合

○

２５億９，０１８万円 （５％）その他
その他

（ ５７％ ）

特別会計 その他

行政コスト計算書

８０億１，１６０万円

○財務書類の範囲

山城病院組合 ６３億１，７１８万円

借入金
公社

広域連合

貸付金
普通会計

６７億３，４９７万円 （３％）

下水道事業

貸借対照表

その他

水道事業 ２４８億５，４７８万円

（ ３０％ ）

１０２億３，２３０万円 （１２％）

（ ４６％ ）

２６４億４，６２２万円

連結により、「資産合計」は「普通会計」の１．５７倍となったのに対し、「負債合計」は２．１７倍、「純
資産合計」は約１．３３倍となっています。

山城病院組合 １２０億５，１３５万円

１，３３９億５，０１４万円

（ ６３％ ）

（ １３％ ）

（ ６％ ）

９６１億　　５１０万円

○

○ 普通会計において、都市再生機構からクリーンセンター整備事業に係る開発関連寄附金を受け入れ
たことにより、「経常収益」が大幅に増加しており、普通会計の占める割合が大きくなっていま
す。

「経常行政コスト」では、国民健康保険事業、介護保険事業、公立山城病院組合などの「社会保障
給付」にかかるコストが大きくなっています。

○

普通会計において、負債に計上されていた都市再生機構の立替施行により実施した城山台小学校建設及び木津
中学校改築に係る未払金が、補助金等の受入れに伴い純資産へと振り替えられたこと等により、純資産におけ
る普通会計の占める割合が大きくなっています。

○

２０億６，５５８万円 （　３％）

３４億９，７８５万円
（１５％）

後期高齢者医療広域連合

普通会計 １７９億４，３６１万円

後期高齢者医療広域連合

これまでの世代が負担してきた、今後返
す必要がないものです。

下水道事業

水道事業 １５億６，５３８万円 （３％）

普通会計 ３７８億４，５０３万円

普通会計

水道事業 ３２２億　　３６６万円

（ １５％ ）

下水道事業

繰出金 

負担金 

 

 

 

 

 

繰入金 

負担金 

負担金             負担金 

基金                出資 

木津川市全体 

連 結 


